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府中市が設置する府中市多機能拠点施設（道の駅びんご府中）について、府中市では

道の駅の基本機能である道路休憩施設、情報発信施設に留まらず、利用者サービスの向

上と効率的、効果的な運営及び地域の活力を積極的に活用した運営を行うことを目指す

ため、府中市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１５年府中

市条例第３４号。以下「指定管理条例」という。）の規定に基づき平成２８年８月より

指定管理者制度を導入しています。 

この度、令和９年３月末で指定期間が満了するにあたり、次期指定管理期間におい

て、当施設の管理運営を行う法人その他団体を公募することになりました。 

なお、本要項は、募集に関する基本的な事項を記載しており、詳細な業務内容につい

ては、別添「指定管理者仕様書」を参照してください。 

 

１ 対象施設の概要 

（１） 名 称 府中市多機能拠点施設（道の駅びんご府中）（以下「多機能拠点施

設」という。） 

（２） 所 在 地 広島県府中市府川町２３０番地１ 

（３） 設置目的 道路利用者に対し良好な休憩場所を提供するとともに、地域の情報

の発信及び地域の特産品の販売等を通じて、市民等の交流の促進及び

地域の産業の振興に寄与することを目的としています。 

（４） 施設の概要 

ア 開設時期 平成２８年１０月 

イ 敷地面積 約１７５０㎡ 

ウ 建物構造 鉄骨造 地上平屋建て 

エ 延床面積 ７７５．８３㎡ 
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オ 設置する施設 

（ア） 駅舎 

ａ 飲食物提供施設 

ｂ 地場産品販売施設 

ｃ 農産物販売施設 

ｄ 市民交流施設 

ｅ 公衆トイレ 

ｆ 管理事務室 

（イ） その他施設 

（５） 直近の運営状況（参考数値） 

   ア 指定管理業務に関する収支状況について（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 各施設のレジ通過客数について（単位：人） 

    2025年度 施設全体 
農産物 

販売施設 

地場産品 

販売施設 

飲食物 

提供施設 

４月度 
合計 12,995  11,058  880  1,057  

平均 520  442  35  42  

５月度 
合計 14,058  11,696  1,216  1,146  

平均 521  433  45  42  

６月度 
合計 12,490  10,421  943  1,126  

平均 480  401  36  43  

７月度 
合計 11,883  9,901  880  1,102  

平均 457  381  34  42  

８月度 
合計 14,857  12,325  1,251  1,281  

平均 531  440  45  46  

９月度 
合計 14,134  12,113  917  1,104  

平均 544  466  35  42  

項目 R6決算額 R7決算額 対前年度比 主な増減理由等

料 金 収 入 702 1,578 876 レストラン手数料1,440千円受入れ

市 委 託 料 14,500 14,500 0

計 （ A ） 15,208 16,608 1,400

そ の 他 収 入 6 530 524

光 熱 水 費 4,381 3,916 -465 レストランから電気代1,７７０千円、水道代285千円受入れ

人 件 費 2,455 2,552 97

清 掃 ・ 警 備 費等 4,944 5,045 101

設備等保守点検費 322 558 236

事 務 局 費 6,122 6,768 646

施設維持修繕費 798 289 -509 前年より当社負担分修繕箇所減

計（B） 23,120 23,004 -116

そ の 他 支 出 4,098 3,876 -222

収 入 （ C ） 31,302 29,759 -1,543

収支①（A-B) -7,912 -6,396 1,516

支 出 （ D ） 17,185 16,827 -358

収支②（C-D） 14,117 12,932 -1,185

合計収支 （ ① + ② ） 6,205 6,536 331

収
入

自

主

事

業

委
託
事
業 支

出
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１０月度 
合計 14,156  12,292  788  1,076  

平均 544  473  30  41  

１１月度 
合計 14,571  12,448  925  1,198  

平均 560  479  36  46  

１２月度 
合計 14,526  12,838  793  895  

平均 538  475  29  34  

１月度 
合計 10,576  9,118  641  817  

平均 441  380  27  34  

２月度 
合計 12,131  10,402  769  960  

平均 485  416  31  38  

３月度 
合計 13,579  11,587  921  1,071  

平均 503  429  34  40  

年度計 
合計 159,956  136,199  10,924  12,833  

平均 511  435  35  41  

   ※平均は１営業日当たりのレジ通過客数の平均値です。 

 

 

２ 指定管理者が行う業務 

（１） 施設及びその付随設備の維持管理に関すること。 

① 飲食物提供施設 

飲食物提供施設は、府中市の農産物、加工品等の食資源を活用した料理等を提

供することにより、地域産業の振興を図ることを目的に設置する。指定管理者及

び利用者は、その設置目的を十分に理解し、次に掲げる事項を実施すること。 

ア 地域の食材を活用したメニューや、季節や世代を意識したメニューを提供す

るなど、利用客のニーズを捉え、利用促進に努めること。 

イ 地域の食資源を使った飲食物の販売を行うこと（飲食物提供施設が調理し 

たものを販売する場合も含む）。 

ウ 農産物販売施設から可能な範囲で農産物等を仕入れること。 

エ 生産者と連携し、新規農産物の栽培を依頼するなどにより、農産物の生産拡

大に寄与すること。 

オ 食中毒や食物アレルギー等の対策を講じ、衛生管理を徹底すること。 

カ イベント等を計画的に実施し、利用促進に努めること。 

② 地場産品販売施設 

地場産品販売施設は、府中市の資源を活用した加工品、工芸品等の情報発信、

展示販売により、地域産業の振興を図ることを目的に設置する。指定管理者及び

利用者は、その設置目的を十分に理解し、次に掲げる事項を実施すること。 

ア 市内事業者が生産又は販売する食品、加工品、工芸品等の特産品の情報発信

及び展示販売を行うこと。 

イ 市内事業者等と連携し開発した特産品の販売を行うこと。ただし、この特産

品を農産物販売施設で販売する場合は、この限りでない。 

ウ 取り扱う特産品は、原則、市内事業者のものとすること。ただし、品揃え等消

費者の利便性確保に必要な市外事業者の特産品の取り扱いは認める。 

エ 十分な陳列品を確保するため、出品者の拡大に努めるとともに、近隣市町と
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の連携にも留意すること。 

オ 店内陳列品の管理に注意し、利用客の購買意欲を促進する表示や配置に努め

ること。 

カ 食中毒や食物アレルギー等の対策を講じ、衛生管理を徹底すること。 

キ イベント等を計画的に実施し、販売の促進に努めること。 

③ 農産物販売施設 

農産物販売施設は、府中市内の生産者が生産した農産物の直売を支援すること

により、地域の農業の振興を図ることを目的に設置する。指定管理者及び利用者

は、その設置目的を十分に理解し、次に掲げる事項を実施すること。 

ア 道の駅びんご府中農産物販売施設出荷者募集要項、道の駅びんご府中産直市

連絡会議規約に沿った運営を行うこと。 

イ 販売に伴う手数料は、市内の生産者の育成が図られると市が認める額（率）

であること。 

ウ 取り扱う農産物は、原則、市内産のものとすること。ただし、品揃え等消費者

の利便性を確保するため、近隣市町と連携するなど、必要な市外産の農産物の

取り扱いは認める。 

エ 出品された農産物が適正な価格で提供されていること、また、品質が一定水

準以上のものであることを必ず確認するとともに、必要に応じて生産者に対し

衛生管理等の指導を行うこと。 

オ 農産物、加工品等地域の食資源を使った商品の販売を行うこと。原材料とし

て使用する市外産の農産物は、必要最小限とすること。 

カ 消費者に対し、農産物等の調理方法等の説明や、生産者の顔が見える工夫を

するなど、農産物への理解を促し、消費者が安心して購入できる環境を整え、

販売を促進すること。 

キ 少量多品種を栽培する生産者の農産物の取り扱い、新規農産物の栽培奨励、

新規就農者の育成等、生産者を支援することにより、府中市の農業振興に寄与

すること。 

ク 年間を通して、出品される農産物の種類数、量が偏らないよう、生産者と連

携を密にし、生産計画の作成、出品調整を行うこと。 

ケ 店内陳列品の管理に注意し、利用客の購買意欲を促進する表示や配置に努め

ること。 

コ イベント等を計画的に実施し、販売の促進に努めること。 

④ 市民交流施設 

市民交流施設は、フリースペースと貸し店舗（１８㎡程度）で構成する施設で

ある。各々の機能とその目的は次のとおりである。 

ア フリースペース 

誰もが自由に使用できる場所とする。ただし、貸し店舗利用者が使用する場

合を除き、営利目的での使用は不可とする。また、団体等での使用により、他

者が排他的に使用できなくなる場合は、使用許可を要するものとする。 

イ 貸し店舗 

使用に際しては、使用許可を要するものとする。使用はフリースペースの使

用に支障が生じない範囲において、フリースペースの使用も併せて許可できる
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ものとする。 

⑤ その他施設 

別紙４「多機能拠点施設区域図」で示す「その他施設」において、出店を許可す

る。使用許可の単位は、１区画１０㎡（目安として奥行３ｍ×幅３～５ｍ）程度と

する。 

その他施設での出店を許可する場合、適切な衛生管理等を確保し秩序あるもの

とし、常に周辺の住宅等に配慮することとする。 

⑥ 公衆トイレ 

公衆トイレは、掃除、修繕等管理上必要な場合を除き、常時、利用者に快適な利

用環境を供しなければならない。また、消耗品等の補充等を適宜行い快適な利用

環境を確保すること。 

⑦ 事務室 

指定管理施設の管理業務を行うため、事務室を設置する。 

⑧ 中庭 

    多機能拠点施設内にある中庭は、利用許可施設ではないため、利用許可を行う

ことはできないが、指定管理者は、農産物、加工品等地域の特産品の情報発信、販

売及び消費等により地域産業の振興が図られるようなイベントを開催するなど、

有効活用に努めること。 

（２） 多機能拠点施設の運営企画に関すること。 

（３） 多機能拠点施設に設ける施設（以下「施設」という。）の利用許可に関するこ

と。 

（４） 施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関すること。 

（５） 府中市多機能拠点施設設置及び管理条例（以下「条例」という。）第４条各号

に規定される事業の実施に関すること。 

【条例第４条（抜粋）】 

第４条 多機能拠点施設において行う事業は、次のとおりとする。 

 ⑴ 道路利用者の利便性の向上に資すること。 

  ⑵ 観光の情報及び地域の情報の発信に関すること。 

 ⑶ 市民等の交流の促進に関すること。 

 ⑷ 地域の産業の振興に関すること。 

  ⑸ 前各号に掲げるもののほか、この条例の目的を達成するために必要な事業 

（６） 前各号に掲げる業務のほか、別に定める事項 

 

３ 利用許可及び利用料金に関する事項 

（１） 利用許可を要する施設 

 利用許可を要する施設及びその施設の利用者の募集の方法は、次の表のとおり

とします。 

施設名 募集方法 

駅舎 飲食物提供施設 指定管理者が運営または、指定管理者が募集 

地場産品販売施設 指定管理者が運営または、指定管理者が募集 

農産物販売施設 指定管理者が運営または、指定管理者が募集 

市民交流施設 指定管理者が運営または、指定管理者が募集 

その他施設 指定管理者が運営または、指定管理者が募集 
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（２） 利用料金 

利用料金は、指定管理者が収受するものとし、また、その額は、条例第１９条第

２項及び第３項に基づき、条例別表に定める金額の範囲内において、指定管理者が

あらかじめ市長の承認を得て定めた額とします。 

【別表（第１１条、第１９条関係）（抜粋）】 

施設名 使用の形態 金額 

駅舎 飲食物提供施設  売上額の２０％に消費税及

び地方消費税相当額を加算

した額 

地場産品販売施設  売上額の２０％に消費税及

び地方消費税相当額を加算

した額 

農産物販売施設  売上額の２０％に消費税及

び地方消費税相当額を加算

した額 

市民交流施設 使用の目的が営利の場合 日額2,200円 

その他施設 使用の目的が営利の場合 １区画あたり 

日額11,000円 

備考 この表において、売上額とは、使用者がサービス等の提供により得た販売額の合計額をいう。 

 

 

４ 指定期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年） 

※指定管理者の指定及び指定期間は、議会の議決を経て、正式に決定します。 

 

５ 指定管理料上限額 

市は予算の範囲内において、指定管理料を支払います。その額は、応募者が収支予

算書において提案した額に基づき、市と協議を行い締結する協定書において定めるも

のとします。また、指定管理料は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ご

とに支払うものとしますが、清算は行いません。よって、経費の最終的な不足分は指

定管理者の負担とします。 

なお、市が積算した指定管理料（予算限度額）は次の額とし、応募の際にその予算

限度額を超えた収支予算書が提出された場合は失格とします。 

区 分 指定管理料（円） 

令和９年度～令和１３年度 各年度２０，０００，０００ 

合計額 １００，０００，０００ 

 

６ 応募資格 

（１） 安全かつ円滑に施設を管理運営可能な実施体制及び経営基盤等が確保されてい

る法人（単独及び複数の事業者で構成されるグループ（以下「共同事業体」とい

う）も含む（以下「共同事業体」という））又はその他の団体 

（２） 団体又はその代表者が次の事項に該当しないこと。 

ア 法律行為を行う能力を有しない者 
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イ 破産者で復権を得ない者 

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項

を準用する場合を含む。）の規定により本市における一般競争入札等の参加を

制限されている者 

エ 本市又は他の地方公共団体から、地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下

「自治法」という。）第 244条の２第 11項の規定による指定の取消しを受けた

日から２年を経過しない者 

オ 指定管理者の指定を委託とみなした場合に、自治法第 92条の２、同法第

142条（同条を準用する場合を含む。）又は第 180条の５第６項の規定に抵触

することとなる者 

カ 本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者

又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

キ 国税及び地方税を滞納している者 

ク 集団的又は常習的に暴力的不法行為等（暴力団員による不当な行為の防止等 

に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第１号に規定する暴力的不法行為 

等をいう。）を行うおそれがある組織の利益になると認められる者 

ケ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者 

※ 共同事業体による申請の場合は、その構成法人等の全てが上記の要件に該当 

していない必要があります。 

（３） 選定対象除外 

次に該当する場合は、失格として選定の対象から除外します。 

ア 選定審査に関する要求等を申し入れた場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 要項に違反又は著しく逸脱した場合 

エ 提出期間内に提出書類等が提出されない場合 

オ その他、不正行為があった場合 

 

７ 募集に関するスケジュール等 

指定管理者の応募から決定までのスケジュールは、おおむね次のとおり予定してい

ます。 

 

 内  容 日  程 

応 
 

募 
 

等 

指定管理者募集要項の配布 ８月２７日（木）から９月２５日（金）まで 

応募に関する質問の受付 ８月２７日（木）から９月２５日（金）まで 

質問に対する回答 ８月２７日（木）から随時 

応募期間 ８月２７日（木）から９月２８日（月）まで 

書類審査 １０月１日（木）から同月１３日(火)まで 

選定審査会 １０月２０日（火） 

選定結果通知 １１月中旬予定 
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指
定
手
続
等 

指定管理者の指定（市議会議決） １２月議会 

協定書の締結 令和９年１月下旬予定 

指定管理施設の指定期間開始日 令和９年４月１日（木） 

 ※府中市多機能拠点施設施設（道の駅びんご府中）現地での設備等の見学を望まれる

場合は現指定管理者と日程を調整しますので、商工観光課担当までご連絡ください。 

【参考】現在の運営の状況 

飲食物提供施設：市内の飲食店舗が運営 

地場産品販売施設、農産物販売施設：指定管理者が運営 

 

 

８ 応募の方法 

本募集要項及び各仕様書に従い、応募書類一式を提出してください。応募に関する

手続きについては次のとおりです。 

（１） 募集要項等の配布 

ア 配布期間 令和８月２７日（木）から９月２５日（金）まで 

ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く 

イ 配布時間 ８時３０分から１７時１５分まで（正午から１３時までを除く） 

ウ 配布場所 経済観光部 商工観光課 商工振興係（市役所本庁３階）又は府 

中市ホームページ 

（２） 応募に関する質問の受付 

ア 質問期間 令和８年８月２７日（木）  ８時３０分から 

令和８年９月２５日（金） １７時１５分まで 

イ 受付場所 経済観光部 商工観光課 商工振興係 

ウ 質問方法 電子メールにより質問してください。 

エ 回 答 日 令和８年８月２７日（木）から随時回答します。 

オ 回答方法 市ホームページへの公表をもって回答とします。 

カ そ の 他 受領したことを確認するため必ず商工観光課担当までご連絡下さ

い。 

口頭・電話等による質問及び受付期間外の提出には一切応じられ 

ません。 

 

（３） 応募書類等の受付 

ア 応募期間 令和８年８月２７日（木）  ８時３０分から 

令和８年９月２８日（月） １７時１５分まで 

ただし持参の場合、土曜日、日曜日、祝日、正午から１３時まで 

の間を除く 

イ 受付場所 経済観光部 商工観光課 商工振興係（市役所本庁３階） 

ウ 応募方法 郵送（令和８年９月２８日（月） １７時１５分必着）又は持参

してください。 

 

（４） 提出書類 
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共同事業体で申し込む場合には※印の書類について、構成法人等ごとに提出する 

こと。 

様 式 備 考 

ア 指定申請書（様式第１号）  

イ 事業計画書 ・別紙「自主事業計画書」は指定予定期間内の

年度ごとに作成してください。 

ウ 府中市多機能拠点施設の管理に関す

る業務の収支計画書 

 

・「府中市多機能拠点施設の管理に関する業務

の収支計画書」の添付書類として、次の資料

を添付してください。 

・利用料金等設定書 

（様式任意。設定理由も明示のこと。） 

・指定予定期間内の年度ごとに作成してくだ 

さい。 

エ 定款、寄附行為、規約又はこれらに類

する書面※ 

 

オ 法人にあっては当該法人の登記事項

証明書※ 

 

カ 指定申請書を提出する日の属する事

業年度の収支予算書及び事業計画書並び

に前事業年度の収支報告書及び事業報告

書（類似施設の実績がある場合のみ） 

 

キ 管理運営費提案書 ・指定予定期間内の年度ごとに作成してくだ 

さい。 

ク 設立趣旨、事業内容のパンフレット

等団体の概要がわかる書類 

 

ケ 申込資格に関する誓約書（様式第２

号）※ 

 

コ 市税完納証明書※ ・府中市税が課税されていない法人、その他団

体で市外に主たる事業所等を有する者は、主

たる事業所等の所在地の市町村税 

サ 申立書※ ・府中市に市税等の納税義務がない場合に限

る 

シ 同種又は類似施設の管理運営実績が

分かる書類※（実績がある場合のみ） 

・該当する施設の名称、所在地、施設の内容、 

施設の規模（面積や建物の概要等）、施設 

の年間集客数等 

・該当する施設の管理運営業務体制、管理運 

営業務の期間、管理運営経費等が明確に分 

かる収支計算書等 

※様式に定めはありません 

ス グループ構成員表 ・共同事業体の場合のみ 

セ 委任状※ ・共同事業体の場合のみ 

（５） 提出部数 

提出部数 正本１部及び副本（写し）１０部の合計１１部 
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９ 指定管理者の選定 

（１） 書類審査 

第１次審査は、資格・要件について応募書類による審査を行います。審査にあ

たっては、次の期間内に個別に応募内容の確認を行うことがあります。 

ア 日時：令和８年８月２７日（木）から令和８年９月２８日（月）頃まで 

（２） 選定審査会の開催 

第２次審査として、指定管理者の指定（市議会の議決）に先立ち、指定管理者

の候補者（以下「指定候補者」という。）を選定する審査会を行います。選定審

査会では、応募者にプレゼンテーションを行っていただき、審査員により、総合

的評価により１者を選考します。 

ア 日 時 令和８年１０月２０日（火） 

イ 場 所 府中市役所本庁舎内 会議室（予定） 

ウ 時 間 １者当たり４５分以内を予定（説明：３０分、質疑応答：１５分） 

エ 説明者 会場への入室は、４人までとします。 

オ その他 申請書に沿って特色等を発表。追加提案の説明や追加資料の配布は

認めません。プロジェクター、スクリーン、パソコン等は、応募者が

用意のこと（市所有のディスプレイの使用は可能ですので、プロジェ

クター、スクリーンは必要であれば用意してください）。 

（３） 審査基準 

選定審査会の審査は、府中市公の施設における指定管理者の指定手続等に

関する条例（平成15年府中市条例第34号）第４条に定める基準により行いま

す。 

各審査員の評価点の合計点の最も高い者を指定候補者に選定します。なお、そ

の評価点の合計点が７割を下回る場合は失格とします。 

内容については別紙「審査基準（評価項目）」のとおり。 

（４） 選定結果のお知らせ 

応募者に１１月中旬に文書にてお知らせします。 

（５） 指定候補者の辞退等 

指定候補者が辞退した場合、交渉の過程において管理業務を行うことが困難で

あると判明した場合又は協議が成立しない場合は、次点候補者と協議等を行いま

す。 

 

１０ 指定管理者の指定及び協定の締結 

（１） 指定管理者の指定 

指定管理者の指定は、令和８年１２月の市議会定例会の議決をもって行われま

す。 

（２） 協定の締結 

管理業務に関する細目については、市と指定管理者協議のうえ、指定期間すべ

てに効力を有する基本的事項を定めた基本協定書と当該事業年度における事項に

ついて定める年度協定書において定めるものとします。協定の主な内容は、次の

とおりです。 

ア 業務に関する基本的な事項（管理業務の内容、施設の範囲、事業年度等） 
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イ 利用料金に関する事項 

ウ 指定管理料に関する基本的な事項 

エ 管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

オ 事業報告・業務報告に関する事項 

カ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

キ リスクの管理・責任分担に関する事項 

ク 利用者及び利用客のモニタリングの実施・報告に関する事項 

ケ その他 

 

１１ 指定管理者の評価（モニタリング） 

   指定管理者の評価については、毎年度市のホームページ上等で公開します。 

 

１２ その他 

（１） 申請書提出後は、軽微な変更を除いて、応募書類の記入内容の変更を認めませ

ん。ただし、市から指示した場合はこの限りではありません。 

（２） 提出された応募書類等は、返却しません。 

（３） 提出された応募書類等は、情報公開の請求により開示することがあります。 

（４） 応募に要する費用は、申請者の負担とします。 

（５） 事業計画書等応募書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、選考に必要

な場合など、市が必要と認めたときは、市は提出書類の全部又は一部を無償で使

用できるものとします。 

（６） 応募受付後に辞退する場合は、その旨を書面（任意様式）により提出してくだ

さい。 

（７） 指定管理者に指定された後は、自己の責任及び負担において、指定期間の初日

から円滑に指定管理業務を遂行できるように、人的及び物的体制を整えてくださ

い。 

   また、指定管理者は、協定発効までの間、指定管理業務にかかる必要書類の作

成、各種印刷物の作成、研修等を行うものとします。 

（８） 申請にあたって、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理方法等

を使用した結果生じた責任は、申請者が負うものとします。 

（９） 市と指定管理者の責任分担の考え方は、おおむね次のとおりとします。なお、

詳細は、協定書の中で定めるものとします。 

項目 内容 

負担者 

指定 

管理者 
市 

物価変動 物価の変動に伴う経費の増加 ○  

金利変動 金利の変動に伴う経費の増加 ○  

利用料金の未収金  ○  

法令の変更 
施設の管理運営に影響を及ぼす法令変更  ○ 

上記以外 ○  

政治、行政的理由に

よる事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続

に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀な

くされた場合の経費及びその後の維持管理経費にお

 ○ 
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ける当該事情による増加経費負担 

施設競合・需要変動 
施設競合による利用者減、収入減 ○  

当初の需要見込みと異なる状況 ○  

不可抗力による事業

の履行不能 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、

争乱、暴動その他、市又は指定管理者いずれの責め

にも帰すことができない自然的又は人為的な現象）

による事業履行不能 

○ ○ 

施設、設備及び備品

の修繕 

一件１０万円未満（消費税及び地方消費税を含む） ○  

一件１０万円以上（消費税及び地方消費税を含む）  ○ 

施設の増改築、設備

の新設及び備品の購

入 

施設の適正な管理運営のため市が必要と認めるもの  ○ 

上記以外のもの。ただし、市の承認を要する。 ○  

第三者への賠償 

管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を

与えた場合 
○  

上記以外の理由により損害を与えた場合  ○ 

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、盗難等犯罪発生 ○  

事業終了時の費用 
指定期間の終了又は指定期間の中途において業務を

廃止した場合の事業者の撤去費用 
○  

※１ 天災等（地震・台風等）不可抗力への対応 

  ・ 施設、機器等が復旧困難な被害を受けた場合、業務全部の停止を命じることがある。 

  ・ 復旧可能な場合、その復旧に要する経費は指定管理者と協議する。 

  ・ 施設又は利用者が被災した場合は、迅速かつ適切に対応し、災害等の拡大防止に努め

るとともに、直ちに市に報告するものとする。 

  ・ 市は、指定管理者に対する休業補償は行わない。 

※２ 管理上の瑕疵等の事故に対応するため、指定管理者はリスクに応じた保険に加入してお

くこと。 

 

１３ 問い合わせ先 

〒７２６－８６０１ 府中市府川町３１５ 

府中市 経済観光部 商工観光課 商工振興係 担当：松浦、山本 

電話 ０８４７－４４－９１５３  Fax  ０８４７－４６－１５３５ 

電子メール shoko@city.fuchu.hiroshima.jp 
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